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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 38,077 46,890 54,868 61,164 59,253

経常利益 (百万円) 3,030 3,488 4,128 3,942 3,345

当期純利益 (百万円) 1,455 1,673 2,330 2,018 1,778

純資産額 (百万円) 15,128 17,981 20,681 21,066 21,873

総資産額 (百万円) 31,137 40,105 42,006 44,936 42,763

１株当たり純資産額 (円) 717.29 858.38 945.11 961.30 1,012.58

１株当たり
当期純利益金額

(円) 68.38 79.52 111.27 96.39 85.61

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.6 44.9 47.1 44.8 48.9

自己資本利益率 (％) 9.6 9.3 11.8 10.1 8.7

株価収益率 (倍) 8.50 12.58 7.08 6.08 4.79

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,015 2,499 2,420 5,317 5,178

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,450 △2,917 △1,195 △2,906 △2,629

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △555 △1,538 △713 △625 △1,148

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,861 1,537 2,063 4,330 5,765

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
393
[19]

668
[44]

690
[42]

681
[65]

697
[76]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 33,900 37,505 40,508 47,342 46,160

経常利益 (百万円) 1,581 1,973 2,445 2,300 1,956

当期純利益 (百万円) 701 1,301 1,474 1,184 1,161

資本金 (百万円) 2,146 2,146 2,146 2,146 2,146

発行済株式総数 (千株) 24,986 24,986 24,986 24,986 24,986

純資産額 (百万円) 11,538 13,759 14,773 14,515 14,796

総資産額 (百万円) 25,545 28,582 30,179 33,308 31,744

１株当たり純資産額 (円) 547.09 656.87 705.42 693.17 715.83

１株当たり配当額
(うち１株当たり
　中間配当額)

(円)
8.5

(―)

10.0

(―)

12.0

(―)

12.0

(6.0)

12.0

(6.0)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 32.94 61.84 70.41 56.58 55.94

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 45.2 48.1 49.0 43.6 46.6

自己資本利益率 (％) 6.1 9.5 10.0 8.2 7.9

株価収益率 (倍) 17.64 16.17 11.19 10.36 7.33

配当性向 (％) 25.8 16.2 17.0 21.2 21.5

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
171
[ 9]

176
[ 8]

177
[11]

180
[28]

192
[26]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用しております。
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２ 【沿革】
当社の設立は昭和31年9月20日であるが、昭和38年株式上場の際、株式の額面変更を目的として、合併会社

日新産業株式会社に吸収合併されたため、登記上の創業年月日は昭和21年2月26日となっている。

昭和31年 9月福井市佐佳枝上町10番地に資本金2,000万円をもって北陸石産工業株式会社を設立、砂

利の生産販売を開始、建設業登録を受け、舗装工事、土木工事等の施工請負を開始

昭和32年 8月寺前砂利工場設置、全オートメーション方式による砂利製品の生産を開始

昭和36年10月足羽砂利工場設置

昭和37年11月商号をセキサン工業株式会社と改称(改称前北陸石産工業株式会社)

昭和38年 2月金津パイル工場を設置、コンクリートパイルの生産を開始

昭和38年 6月株式を大阪証券取引所市場第二部に上場　大阪営業所(現在大阪支店)を設置

昭和39年11月東京営業所(現在東京支店)を設置

昭和43年 6月滋賀セキサン株式会社を設立(現在滋賀三谷セキサン株式会社)

昭和44年 4月埼玉県浦和市においてボウリング場の経営を開始

昭和45年 9月シェークブロックの専用実施権を獲得、その営業を開始

昭和46年 7月名古屋営業所(現在名古屋支店)

昭和48年 6月東京セキサン㈱を吸収合併、東京パイル工場が加わる

昭和48年 8月埼玉県浦和市においてビジネスホテル(プラザホテル浦和)の経営を開始

昭和50年 8月本店を福井市豊島１丁目３番地１号に移転

昭和52年 9月東京パイル工場にてコンクリートポール製品の生産を開始

昭和55年 3月東京パイル・ポール工場を分離し、新会社東京セキサン株式会社として発足

昭和57年 9月特定建設業の建設大臣許可取得(特－57)4167号(３ヶ年ごとに更新)

昭和58年 3月商号を三谷セキサン株式会社と改称(改称前セキサン工業株式会社)

昭和60年 5月東京本社を設置、本社機能を東京本社に移転

昭和62年 1月千葉パイル工場を設置、子会社マックスコンクリート㈱に賃貸

昭和62年 6月コンクリートブロック製品の生産を子会社福井コンクリート工業㈱に委託

平成元年 7月大阪支店を大阪支社に、名古屋営業所を名古屋支店に昇格

平成 2年 3月大宮のテナントビル「三谷ビル」が完成、オフィスビルの貸室事業を開始

平成 2年 6月東京本社を幕張(千葉市)へ移転、関東支社を設置

平成 3年 4月ブロック事業部門の名称を環境製品事業部門へ変更

平成 5年 5月西日本コンクリート工業㈱(現在香川三谷セキサン㈱)を買収

平成 5年 7月本社機能を東京本社から福井本社へ移転

平成 5年10月東京本社を幕張(千葉市)から柳橋(東京都)に移転

平成 8年11月岡山三谷セキサン㈱を設置

平成 9年 4月浦和のレジャー部門(ホテル・ボウリング場)を㈱浦和スプリングレーンズに賃貸

平成 9年 9月建設業法改正により、建設大臣許可取得(特－９)第4167号(５ヶ年ごとに更新)

平成11年 6月福井コンクリート工業㈱を存続会社として、富山三谷セキサン㈱及び北建工業㈱を合

併、セキサンピーシー㈱と改称

平成11年10月環境製品事業部門をセキサンピーシー㈱へ譲渡

平成12年 1月SUPERニーディング工法(高支持力無振動無騒音埋込杭工法)の建設大臣認定を受ける

平成12年 5月技術部及び東京三谷セキサン㈱がISO9001取得

平成12年12月三池コンクリート工業㈱の株式を取得　マックスコンクリート㈱の営業部門を譲受

滋賀三谷セキサン㈱がISO9001取得、鹿沼三谷セキサン㈱を清算

平成13年１月九州支店・熊本営業所を設置

平成13年 5月福井アスコン㈱の全株譲渡により連結子会社除外

平成13年11月金津工場ISO9001取得

平成14年 8月佐賀営業所を設置

平成14年12月新潟営業所を設置

平成15年 4月東コン三谷セキサン㈱を設立

平成15年 5月仙台営業所を設置

平成16年11月進光資材㈱を買収

平成16年11月連結子会社セキサンピーシー㈱が、㈱シンコーを買収

平成17年 9月三谷エンジニアリング㈱、福井システムズ㈱を買収

平成17年11月ゲイトウェイコンピュータ㈱を買収

平成18年 6月コーアツ三谷セキサン㈱を設立

平成18年 6月鹿児島営業所を設置

平成19年 5月進菱三谷セキサン㈱を設立

平成20年12月 北海道永井三谷セキサン㈱を設立
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平成21年１月 札幌支店を設置
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３ 【事業の内容】
当企業集団は三谷セキサン株式会社(当社)及び子会社20社で構成されており、事業は、コンクリートパイ
ル・ポール及びこれらに附帯する工事施工、環境製品(ブロック製品)、砂利の製造販売、消波ブロックの型
枠賃貸及び建設関連資材の販売を行っており、ほか不動産賃貸の業務、レジャー施設の運営、情報関連及び
コンサルタントの事業を行っております。
　
事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかわる位置付けは次の通りです。

　
区分 主要製品 主要な会社

コンクリート
二次製品事業

パイル・
ポール

コンクリートパイル
コンクリートポール

当社　東京三谷セキサン㈱　滋賀三谷セキサン㈱　他
(会社数　計１１社)

環境製品 コンクリートブロック
セキサンピーシー㈱　他

(会社数　計　３社)

工事関連事業
杭打工事　場所打ち工事
建柱工事　地盤改良工事
地質調査

当社　三谷エンジニアリング㈱　
(会社数　計　２社)

その他事業

砂利製品　技術提供収入
レジャー産業　不動産賃貸　
建設関連資材
消波ブロックの型枠賃貸
情報システム構築
 

当社　㈱福井リサイクルセンター　南越アスコン㈱
㈱浦和スプリングレーンズ　福井システムズ㈱　ゲイト
ウェイ・コンピュータ㈱　他

(会社数　計　８社)

　
(事業系統図)
以上を企業集団等について図示すると次の通りであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

 
東京三谷セキサン㈱
(注※１)

茨城県猿島郡 50
コンクリート
二次製品

100.0

業務委託契約に基づき、コン
クリート二次製品を製造して
いる。
なお、当社所有の土地・建物
を賃貸している。
役員の兼任等…有
 

 
滋賀三谷セキサン㈱
(注※１)

 

滋賀県東近江市 60
コンクリート
二次製品

55.0

業務委託契約に基づき、コン
クリート二次製品を製造して
いる。
役員の兼任等…有
 

セキサンピーシー㈱ 福井県福井市 76.7
コンクリート
二次製品

84.8

環境製品(コンクリートブ
ロック)を製造販売している。
なお、当社所有の土地を賃貸
している。
役員の兼任等…有

㈱福井リサイクルセンター 福井県福井市 10 再生骨材 65.0

再生骨材の製造販売をしてい
る。
なお、当社所有の土地を賃貸
している。
役員の兼任等…有

南越アスコン㈱
(注※２)

福井県越前市 25
アスファルト
合材

31.0
アスファルト合材の製造販売
をしている。
役員の兼任等…有

三谷エンジニアリング㈱ 福井県福井市 96
場所打ち杭工
事　地盤改良

100.0
場所打ち杭工事、地盤改良を
施工している。
役員の兼任等…有

㈱浦和スプリングレーンズ 埼玉県さいたま市 90
ホテル・ボウ
リング場

100.0

ホテル・ボウリング場の経営
をしている。
なお、当社所有の土地・建物
を賃貸している。
役員の兼任等…有

福井システムズ㈱ 福井県坂井市 50

コンピュータ
のシステム
ネットワーク
構築

84.0

情報処理委託計算及びコン
ピュータプログラム等のシス
テム開発
役員の兼任等…有

ゲイトウェイ・コンピュータ
㈱ 東京都千代田区 47.2

コンピュータ
の販売及びレ
ンタル

95.6
コンピュータの販売及びレン
タル
役員の兼任等…有

　
その他11社
　

― ― ― ― ―

（その他の関係会社） 　 　 　 　 　
 
 
三谷商事㈱
(注※３)
 

福井県福井市 5,008

情報システム
・企業サプラ
イ・生活・地
域サービス関
連事業

8.0
　　　（被所有） 

 直接9.0
間接5.0

製品の販売及び原材料等の一
部購入
役員の兼任等…有

(注) ※１　特定子会社に該当しております。

※２　支配力基準により連結子会社に含まれております。

※３　有価証券報告書の提出会社であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

コンクリート二次製品事業
 

297(33)

工事関連事業
 

43( 2)

その他事業
 

302(35)

全社(共通)
 

55( 6)

合計
 

697(76)

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、季節工、パートタイマーを含み、嘱託契約及び派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

192(26) 42.10 14.11 5,724

(注) １　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社への出向者を含

む。）であり、(　)は臨時従業員数を外書しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社には、セキサン労働組合が組織されており、組合員数は62人であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日）は、需要が低迷する厳しい経営環境でござい

ました。特に平成20年秋以降の急激な景気悪化により、工事の延期・中止等、民間建設投資は著しく減少

いたしました。こうした状況下において、受注競争はより一層激化いたしました。

こうした中で、当社はオリジナルの新工法・新商品を積極的に投入し、主力のパイル・ポール部門を中

心に各分野において拡販に努めました。また、平成20年12月に北海道に新会社を設立し、販売の拡大に努

めました。その結果、売上高は、592億53百万円（前期比3.1％減）となりました。一方、営業利益につきま

しては、価格競争の激化と不良債権の増加により、33億44百万円（前期比12.4％減）、経常利益は33億45

百万円（前期比15.1％減）となりました。

当期純利益は、固定資産除売却損52百万円等を計上し、その結果17億78百万円（前期比11.9％減）とな

りました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①コンクリート二次製品事業部門

パイル・ポールにつきましては、当社独自の新商品を中心に拡販に努め、厳しい経営環境下において、

売上高は増加いたしました。

また、環境製品につきましては、オリジナル商品を中心に積極的な営業展開を推進いたしました。

その結果、当部門の売上高は、283億7百万円（前期比2.4％増）となりました。

②工事関連事業部門

工事部門は、当社オリジナル特認工法を中心に顧客ニーズに応じた施工を徹底いたしました。

その結果、当部門の売上高は、209億83百万円（前期比7.3％減）となりました。

③その他の事業部門

その他の部門といたしましては、需要が減少し、販売競争が激化する厳しい経営環境において砂利部門

の売上高は減少いたしました。また、レジャー部門、情報関連事業部門、不動産賃貸収入部門、技術提供収

入部門につきましても需要低迷により、売上高は減少いたしました。なお、水工資材部門につきましては

安定した売上高を確保いたしました。

その結果、当部門の売上高は、99億62百万円（前期比8.5％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ14

億35百万円増加し、当連結会計年度末には、57億65百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、51億78百万円（前期は53億17百万円の収入）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益が32億11百万円（前期は39億39百万円）、減価償却費が22億

19百万円（前期は17億50百万円）、貸倒引当金の増加8億99百万円（前期は24百万円の減少）、売上債権

の減少20億22百万（前期は1億24百万円の減少）及び仕入債務の減少18億32百万円（前期は9億82百万円
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の増加）が主な内容であります。また、法人税等の支払額は20億65百万円（前期は15億52百万円の支払）

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、26億29百万円（前期は29億6百万円の支出）となり

ました。これは、工事用部材、工場用設備等の固定資産取得による支出23億66百万円（前期は21億54百万

円の支出）が主な内容であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動の結果資金は、11億48百万円の支出（前期は6億25百万円の支出）となりま

した。これは、配当金の支払が2億49百万円（前期は3億76百万円の支出）、短期及び長期借入金の返済に

よる支出7億18百万円（前期は2億35百万円の支出）及び自己株式の取得による支出1億53百万円が主な

内容であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

コンクリート二次製品事業 17,288 104.2

その他事業 2,319 101.0

合計 19,608 103.8

(注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当連結会計年度において、コンクリート二次製品事業及びその他の事業は、大部分が見込生産によって

おり、受注生産は僅少であります。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

コンクリート二次製品事業 28,307 102.4

工事関連事業 20,983 92.7

その他事業 9,962 91.5

合計 59,253 96.9

(注)　1.　セグメント間の取引については相殺消去しております。

2.　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当連結会計年度において、当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻く事業環境は、需要減少が続

く厳しい状態にあります。こうした中、当社グループ（当社及び連結子会社）といたしましては、顧客

ニーズに対応した新製品・新技術の開発を積極的に進め、技術力と営業力の向上により一層努めてまい

ります。又、キャッシュ・フロー経営を重視し、財務体質の強化を行い、事業経営全般の効率化に全力をあ

げて取り組んでまいります。

　

     株式会社の支配に関する基本方針

　　　Ⅰ　基本方針の内容

　　　　当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役

　　　会の賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社グループの企業価値ひ 

      いては株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。ま

　　　た、当社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意

　　　思に基づき行われるべきものと考えております。

　　　　しかしながら、株式の大量買付行為（Ⅲにおいて定義されます。）の中には、その目的等か

　　　ら見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売

　　　却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付行為の内

　　　容等について検討するためあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために必要な十分

　　　な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたら

　　　すために買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に

　　　資さないものも少なくありません。当社グループが建築資材メーカーとして業界での確固たる

　　　地位を築き、当社グループが構築してきたコーポレートブランド・企業価値ひいては株主共同

　　　の利益を確保・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である①高性能かつ安全な商

　　　品・工法を創造する最先端の技術開発力、②お客様の高度なニーズにも対応するコンサルティ

　　　ング営業力と一気通貫の責任施工体制、③高品質な商品を安定的に供給する全国的な製造販売

　　　体制を維持することが必要不可欠であり、これらが当社の株式の大量買付行為を行う者により

　　　中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社グループの企業価値ひいては株主　　　

　　　共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収者からの大量買付行為の提　　

　　　案を受けた際には、前記事項のほか、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた施

　　　策の潜在的効果その他当社グループの企業価値を構成する事項等、さまざまな事項を適切に把

　　　握した上で、当該買付が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を判断

　　　する必要があります。

        当社としては、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大量買付

      に応じるべきか否かを判断するに際し、必要十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられた

      上で、熟慮に基づいた判断を行うことができるような体制を確保することが、当社グループの

      企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

        当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、当社取締役会が株主の皆

      様に当社経営陣の計画や代替案等を提案するために必要な情報や時間を確保した上で、株主の

      皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは必要に応じ株主の皆様のた

      めに買収者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当該大量買付行為に応じるべきか否

      かを株主の皆様が適切に判断することを可能とするための枠組みが、当社グループの企業価値

      ひいては株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止するために必要不可欠であり、さらに 
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      は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大量買付行為に対して

      は、当社が必要かつ相当な対抗をすることにより、当社グループの企業価値ひいては株主共同

      の利益を確保する必要があると考えております。

        

     Ⅱ　 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社の支配に関する基本方針の　

　　　　　実現に資する特別な取組み

　　　　当社は、企業価値をさらに向上させるために、研究開発投資、人材育成投資を積極的に行

　　　い、当社の企業価値の源泉である技術開発力、コンサルティング営業力、製造販売力のより一

　　　層の強化を進めます。特に、技術開発力の強化においては、時代の変化を的確に捉え、顧客ニ

　　　ーズに対応した高品質・高性能・低コストと同時に、環境保全に配慮した地球に優しく安全性

　　　の高い商品・工法の開発を推進し、豊かな国土開発に貢献できる企業を目指します。また、全

　　　国を網羅する製造販売拠点においては、新鋭設備の導入、効率化のための設備改善をすすめ、

　　　高品質な商品を低コストで供給するノウハウの洗練を図ると共に、受発注システムと連動した

　　　生産管理システムの構築により迅速な供給体制を整備いたします。このような企業活動によ

　　　り、当社の企業価値および株主共同の利益の向上を図ってまいります。

　　　　当社のコーポレート・ガバナンスの考え方は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上のた

　　　めに、社会の信頼を得られる企業であり続けることです。その強化の一環として、これまでに

　　　以下の施策を行ってまいりました。

　　　　当社は、平成１２年６月２８日開催の当社取締役会において、業務執行責任の強化、明確化

　　　を図るため、執行役員制度を導入いたしました。また、平成１３年６月２６日開催の定時株主

　　　総会において、株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するために、当社の取締役の任期を

　　　２年から１年に短縮しております。

　　　　さらに、当社は、内部監査部門として内部監査室を設置し、コンプライアンスやリスク管理

　　　の状況などを定期的に監査しております。

　　　　これらの業務執行の迅速性および機動性の強化、経営責任の明確化、経営監視機能の強化に

　　　より、効率的かつ透明性の高い企業経営を実現していきます。

　　　　当社は、今後とも、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化・充実に取り組んでいきま　　

　　　す。

　　

　　　Ⅲ　 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

　　　　　 の決定が支配されることを防止するための取組み

　　　　当社は、平成２１年５月１４日開催の当社取締役会において、Ⅰで述べた会社支配に関する

　　　基本方針に照らし、「当社株式の大量買付行為への対応策」（以下「本プラン」といいま

　　　す。）の導入を決議し、平成２１年６月１９日開催の第７６回定時株主総会において、本プラ

　　　ンの導入につき承認を得ております。

　　　　本プランは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目

　　　的として、当社の株券等の大量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者　

　　（以下「大量買付者」といいます。）に対し、（i）事前に当該大量買付行為に関する必要かつ十

　　　分な情報の提供を求め、（ii）当社が当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時

　　　間を確保した上で、（iii）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あ

　　　るいは大量買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。かかる大量買付行為につ　

　　　いての必要かつ十分な情報の収集・検討等を行う時間を確保するため、大量買付者には、取締

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

13/86



　　　役会評価期間が経過し、かつ当社取締役会または株主総会が対抗措置としての新株予約権無償

　　　割当ての実施の可否について決議を行うまで大量買付行為の開始をお待ちいただくことを要請

　　　するものです。

　　　　当社取締役会は、大量買付者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、大量買付者が

　　　本プランに定められた手続を遵守した場合であってもその大量買付行為が当社の企業価値ひい

　　　ては株主共同の利益を著しく損なうものとして対抗措置として新株予約権無償割当てを実施す

　　　るか否か、および、対抗措置として新株予約権無償割当てを実施するか否かについて株主総会

　　　に諮るか否かの判断については、その客観性、公正性および合理性を担保するため、当社は、

　　　当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、独立委員会に必ず諮問することと

　　　します。

　　　　本プランは、以下の①ないし③のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為がなされ、

　　　またはなされようとする場合（以下「大量買付行為」といいます。）を適用対象とします。

　　　　① 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株

　　　　　 券等の買付その他の取得

　　　　② 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券

　　　　　 等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付その他の取得

　　 　 ③ 当社が発行者である株券等に関する大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の株主

           が当該大量買付者の共同保有者に該当することとなる行為を行うことにより、当該大量買

           付者の株券等保有割合が20％以上となるような行為  

　　　　大量買付行為を行う大量買付者には、大量買付行為の実行に先立ち、当社に対して、当社株

　　　主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本

　　 必要情報」といいます。）および大量買付者が大量買付行為に際して本プランに定める手続を　

　　　遵守する旨の誓約文言等を記載した買付説明書を、当社の定める書式および方法により提出し

　　　ていただきます。

　　　　次に、大量買付者より本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、当社取締役会は、　

　　　大量買付行為の内容の評価、検討、協議、交渉、代替案作成のための期間として、６０日間

　　（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または９０日間

　　（その他の大量買付行為の場合）の取締役会評価期間を設定します。当社取締役会は、当該期間

　　　内に、当社経営陣から独立した外部専門家等の助言を受けることができます。当社取締役会

　　　は、その判断の透明性を高めるため、大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社　

　　　取締役会が代替案を作成した場合にはその概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項に

　　　ついて、営業秘密等開示に不適切と当社取締役会が判断した情報を除き、情報開示を行いま

　　　す。

　　　　独立委員会は、大量買付者および当社取締役会から提供された情報に基づき、必要に応じて

　　　外部専門家等の助言を得て大量買付行為の内容の評価・検討等を行い、取締役会評価期間内に

　　　対抗措置としての新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実施または新株予約権の無償割当

　　　ての実施の可否につき株主総会に諮るべきである旨を当社取締役会に勧告を行います。独立委

　　　員会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付者から提供された本必要情報、大量買付行

　　　為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から提出された代替案の概要その他独立

　　　委員会が適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適切と独立委員会が判断した情報

　　　を除き、取締役会を通じて情報開示を行います。

　　　　当社取締役会は、独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、取締役会評価期間内に新株予約
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　　　権無償割当ての実施もしくは不実施に関する会社法上の機関としての決議または株主総会招集

　　　の決議その他必要な決議を遅滞なく行います。新株予約権無償割当て実施の可否につき株主総

　　　会において株主の皆様にお諮りする場合には、株主総会招集の決議の日より最長６０日以内に

　　　株主総会を開催することとします。対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施する場合に

　　　は、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を　

　　　行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大量買付者等

　　　による権利行使が認められないという行使条件や当社が大量買付者等以外の者から当社株式と

　　　引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとします。

　　　また、当社取締役会は、当社取締役会または株主総会が新株予約権無償割当てを実施すること

　　　を決定した後も、新株予約権無償割当ての実施が適切でないと判断した場合には、独立委員会

　　　の勧告を最大限尊重した上で、新株予約権無償割当ての中止または変更を行うことがありま

　　　す。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切に情報開示を行います。

　　　　本プランの有効期間は、平成２１年６月１９日開催の定時株主総会においてその導入が承認

　　　されたことから、当該定時株主総会の日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関

　　　する定時株主総会終結の時までとします。なお、本プランの有効期間中であっても、企業価値

　　　ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、独立委員会の承認を得たうえで、本プラン

　　　の内容を変更する場合があります。

　 　なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　　　　　　　　　　　　　

 　　http://www.～）に掲載する平成２１年５月１４日付プレスリリースをご覧下さい。

     

     Ⅳ   具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

        Ⅱに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基 

     本針の実現に資する特別な取組みは、Ⅱに記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利 

     益を向上させるための具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな

     く、当社の基本方針に沿うものです。

        また、Ⅲに記載した本プランも、Ⅲに記載した通り、企業価値ひいては株主共同の利益を確

     保・向上させるために導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

     はなく、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、当社取締役会から独立した組織と

    して独立委員会を設置し、新株予約権無償割当ての実施もしくは不実施または株主総会招集の判

    断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は当社の費用で独

    立した第三者である外部専門家等を利用することができるとされていること、本プランの有効期

    間は３年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等そ

    の内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては

    株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあり

    ません。　　

　

４ 【事業等のリスク】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

　（1）需要動向と価格競争

　　グループ主力製品でありますコンクリートパイルの全体需要は、公共投資が減少している中で、民間需要

の動向に大きく左右される状況にあり、急激な景気後退を受けて民間設備投資の縮小や計画の延期・中止、

更に建設関連企業の倒産等の影響が懸念されます。それに伴い、価格競争の激化が予想され、利益率の低下
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等厳しい経営環境が見込まれます。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、コンクリート二次製品の製造販売を通じて「高品質の商品を

需要家に」を企業理念とし、研究開発に連携した研究開発体制を敷き、また、グループ外の研究開発組織と

も連携・協力して、コンクリート製品及び施工技術の開発に積極的に取り組んでおります。

当社グループの事業に係る研究開発費は、2億58百万円であります。

　

①基礎研究分野

　構築物の基礎支持力を提供するメーカーとして、高品質のコンクリート、高品質の施工技術及び施工管

理技術の研究に積極的に取り組んでおります。

　

②国土保全開発の分野

　社会生活を円滑に回転させ、自然環境と現代社会の環境アセスメントを基準に、港湾、海岸、河川及び道

路の整備事業に携わるコンクリート二次製品の改良、開発を進めております。

　

③品質保証分野

　需要家（顧客）の信頼性向上、品質マネジメントシステムの構築のため、東京三谷セキサン㈱（製造部

門）、滋賀三谷セキサン㈱（製造部門）、セキサンピーシー㈱（技術部、営業部、福井工場）、当社技術部

及びポール営業部は、ISO9001（Ver.2000）を取得しております。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

　　　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しておりま

す。重要な会計方針及び見積りについては、特に記載すべき事項はありません。

　

　

　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日）は、需要が低迷する厳しい経営環境でございました。特

に平成20年秋以降の急激な景気悪化により、工事の延期・中止等、民間建設投資は著しく減少いたしました。こうした

状況下において、受注競争はより一層激化いたしました。

こうした中で、オリジナルの新工法・新商品を積極的に投入し、主力のパイル・ポール部門を中心に各分野におい

て拡販に努めました。また、平成20年12月に北海道に新会社を設立し、販売の拡大に努めました。その結果、売上高は、

592億53百万円（前期比3.1％減）となりました。一方、営業利益につきましては、価格競争の激化と不良債権の増加に

より、33億44百万円（前期比12.4％減）、経常利益は33億45百万円（前期比15.1％減）となりました。

　

（3）経営戦略の現状と見通し

　　　当社グループが我が国で、強固な地位を占めるコンクリート事業において、新たな主力製品及び工法の開発に一層注力
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するとともに、今後とも需要減少が続く建設業界において、当社の製品が安定的に採用されるよう努めてまいります。

　

（4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、51億78百万円（前期は53億17百万円の収入）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益が32億11百万円（前期は39億39百万円）、減価償却費が22億

19百万円（前期は17億50百万円）、貸倒引当金の増加8億99百万円（前期は33百万円の減少）、売上債権

の減少20億22百万円（前期は1億24百万円の減少）及び仕入債務の減少18億32百万円（前期は9億82百万

円の増加）が主な内容であります。また、法人税等の支払額は20億65百万円となりました。

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、26億29百万円（前期は29億6百万円の支出）となり

ました。これは、工事用部材、工場用設備等の固定資産取得による支出23億66百万円（前期は21億54百万

円の支出）が主な内容であります。

当連結会計年度の財務活動の結果資金は、11億48百万円の支出（前期は6億25百万円の支出）となりま

した。これは、配当金の支払が2億49百万円（前期は3億76百万円の支出）、短期及び長期借入金の返済に

よる支出7億18百万円（前期は2億35百万円の支出）及び自己株式の取得による支出1億53百万円が主な

内容であります。

　

（5）経営者の問題認識と今後の方針について

　　　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりま

すが、公共工事の減少、受注競争の更なる激化、原材料価格の高騰等、当社グループを取り巻く事業環境は更に厳しさ

が増すものと思われます。当社グループとしましては、新製品の開発を進め、需要減少の中でも、生き残れる企業を目

指して、安定的な売上及び収益を確保して株主の皆様に信頼される会社に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産の合理化、品質向上投資を行うとともに、需要の変化に

対応した投資を重点的に行ないました。その結果、当連結会計年度の設備投資総額は、有形固定資産及び無

形固定資産、合わせて21億83百万円となりました。所要資金については、自己資金を充当して行いました。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下の通りであります。

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具備品
土地

(面積ｍ
2
)

合計

茨城工場
(茨城県猿島郡
境町)

コンクリー
ト二次製品
事業

パ イ ル ・
ポール生産
設備

414 0 ―
261

(99,007)
676

―
[―]

金津工場
（福井県
あわら市）

コンクリー
ト二次製品
事業

パ イ ル ・
ポール生産
設備

152 340 24
155

(44,109)
673

23
[ 1]

寺前工場
(福井県
福井市)

その他の事
業

砂利製品
生産設備

13 45 0
60

(25,791)
119

2
[ 3]

ホテル・ボウ
リング場
(埼玉県さいた
ま市南区)

その他の事
業

ホテル・ボ
ウリング設
備

147 21 9
138

(4,822)
316

―
[―]

ボウリング場
（埼玉県川口
市）

その他の事
業

ボウリング
設備

161 1 2
229

（1,976）
394

―
[―]

大宮三谷ビル
(埼玉県さいた
ま市大宮区)

その他の事
業

テナントビ
ル設備

610 14 0
0

(800)
625

―
[―]

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　従業員数の[　]は、臨時従業員数を外書しております。また当社以外の会社に在籍する人員は、含まれておりま

せん。

(2) 国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具備品
土地

(面積ｍ
2
)

合計

東京三谷
セキサン
㈱

茨城工場
(茨城県
猿島郡
境町)

コ ン ク
リート二
次製品事
業

コ ン ク
リートパ
イルポー
ル生産設
備

― 397 56
―
(―)

[99,007]
454

26
[ 1]

セキサン
ピーシー
㈱

福井工場
(福井県
福井市)

コ ン ク
リート二
次製品事
業

環境製品
生産設備

165 133 43
―
(―)

[35,668]
342

62
[10]

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　賃借している土地の面積については[　]で外書しております。

３　従業員数の[　]は、臨時従業員数を外書しております。また当社以外の会社に在籍する人員は、含まれておりま

せん。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 85,000,000

計 85,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年6月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,986,59924,986,599
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は、100株でありま
す。

計 24,986,59924,986,599― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成2年４月１日～
平成3年３月31日

132 24,986 97 2,146 97 1,844

（注）転換社債の株式への転換による増加であります。

(5) 【所有者別状況】

平成21年3月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 17 8 175 26 ― 1,6241,850 ―

所有株式数
(単元)

― 13,878 46 112,4059,056 ― 114,284249,66919,699

所有株式数
の割合(％)

― 5.56 0.02 45.02 3.63 ― 45.77100.0 ―

(注)　自己株式4,316,711株は、「個人その他」に43,167単元、「単元未満株式の状況」に11株を含めて記載しておりま

す。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三谷セキサン株式会社 福井市豊島1丁目3番1号 4,316 17.28

財団法人三谷市民文化振興財団 福井市豊島1丁目3番1号 2,038 8.16

三谷商事株式会社 福井市豊島1丁目3番1号 1,866 7.47

財団法人三谷進一育英会 福井市豊島1丁目3番1号 1,425 5.70

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町1丁目5番1号 1,004 4.02

住友大阪セメント株式会社 東京都千代田区六番町6番地28 999 4.00

三谷滋子 福井市 785 3.14

三谷宏治 福井市 754 3.02

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND 

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A425 1.70
（株式会社三菱東京UFJ銀行決済事
業部）

三谷総業株式会社 福井県福井市豊島1丁目3番1号 376 1.50

計 ― 13,990 55.99
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株)
議決権の数

(個)
内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　 4,316,700
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　20,650,200 206,502 ―

単元未満株式 普通株式　　　19,699 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 24,986,599 ― ―

総株主の議決権 ― 206,502 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

三谷セキサン株式会社 福井市豊島１丁目３番１号
4,316,700 ― 4,316,70017.29

　　　　　計 ― 4,316,700 ― 4,316,70017.29

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】会社法第155条第3号及び会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　会社法第155条第3号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（平成20年6月11日）での決議状況

（取得期間平成20年6月12日～平成20年6月12日）
70,000 46

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 64,900 43

残存決議株式の総数及び価額の総額 5,100 3

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 7.3 7.3

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 7.3 7.3
　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（平成20年8月12日）での決議状況

（取得期間平成20年8月13日～平成20年8月13日）
160,000 89

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 160,000 89

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（平成21年2月13日）での決議状況

（取得期間平成21年2月16日～平成21年2月16日）
50,000 21

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 39,900 17

残存決議株式の総数及び価額の総額 10,100 4

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 20.2 20.2

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 20.2 20.2

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　会社法第155条第7号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 6,645 3

当期間における取得自己株式 80 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取による株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式買増請求による処分） 129 39,767 ― ―

保有自己株式数 4,316,711 ― 4,316,791 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及び買

増による株式数は含めておりません。

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様につきましては、安定した利益還元を維持すると共に、将来の事業展開と企業の体質

強化のために、内部留保にも留意し、業績の状況を総合的に考慮して配当を行ってまいります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会としております。なお、当社定款において、会社法第454条第5

項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

当事業年度末配当は、継続的な安定配当の基本方針のもと、1株につき6円とし、中間配当金（6円）と合わ

せて12円としております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成20年11月11日

取締役会決議 124 6

平成21年6月19日

定時株主総会決議 124 6

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 645 1,150 1,030 1,004 704

最低(円) 400 520 717 550 335

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 470 419 430 495 445 413

最低(円) 335 380 370 415 420 388

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

24/86



５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
（代表取締役）

　 三　谷　進　治 昭和45年12月７日生

平成9年６月 当社取締役

注4 185

平成10年６月 当社取締役財務部長

平成11年12月 当社専務取締役

平成13年12月  当社代表取締役社長(現在)

平成14年11月  三谷商事㈱取締役相談役(現在)　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　  他の法人等の代表状況

　  東京三谷セキサン㈱、滋賀三谷セキ  

サン㈱各代表取締役社長　

取締役
副社長

（代表取締役）

パイル・
ポール事業
部門兼
技術部門
担当

佐　藤　　　茂 昭和16年11月15日生

昭和40年３月 当社入社

注4 54

昭和52年６月 当社東京支店長

昭和58年３月 三谷セキサン東京販売㈱代表取締

役社長

昭和60年２月 当社取締役パイル・ポール事業部

長

昭和62年２月 当社常務取締役

平成元年２月 当社専務取締役

平成10年６月 当社代表取締役副社長(現在)

常務取締役

パイル・
ポール事業
本部北陸
支社担当

五十嵐　　　勉 昭和23年4月13日生

昭和47年３月 当社入社

注4 24

平成3年３月 当社北陸支社長

平成6年３月 当社名古屋支店長

平成14年６月 当社常務執行役員

平成18年６月 当社常務取締役（現在）

他の法人等の代表状況

三谷エンジニアリング㈱代表取締

役社長

常務取締役
管理本部
担当

増　山　憲　一 昭和22年１月19日生

昭和40年３月 当社入社

注4 19

平成6年４月 当社総務部長

平成12年５月 当社関西支社長

平成12年６月 当社執行役員関西支社長

平成12年11月 当社執行役員管理本部長（現在）

平成14年６月 当社常務取締役(現在)

取締役
相談役

　 三　谷　　　聡 昭和37年8月28日生

昭和60年２月 当社取締役

注4 196

平成6年６月 当社取締役副社長

平成6年12月 当社代表取締役社長

平成10年６月 三谷商事㈱代表取締役社長(現在)

平成10年６月  当社取締役相談役(現在)

　  他の法人等の代表状況

　  三谷商事㈱、三谷土地ホーム㈱

 各代表取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

取締役 　 渡　辺　崇　嗣 昭和50年8月13日生

平成12年５月 ㈱駒屋代表取締役社長

注4 10平成15年６月 当社監査役

平成18年６月 当社取締役（現在）

取締役 　 山　口　浩　二 昭和36年1月22日生
平成11年８月 ㈱山口伊三郎家具 代表取締役社長

注4 1
平成18年６月 当社取締役(現在)

常勤監査役 　 榎　　　幸　三 昭和20年11月21日生 平成12年６月 当社常勤監査役(現在) 注5 10

監査役 　 小　林　　　明 昭和20年4月6日生 平成10年６月 当社監査役(現在) 注5 11

監査役 　 菅　原　裕　輔 昭和45年6月1日生

平成8年４月 菅原工芸硝子㈱入社

注5 10
平成9年10月 同社取締役営業部長(現在)

平成11年６月 当社取締役

平成12年６月 当社監査役(現在)

監査役 　 田　中　和　夫 昭和24年8月17日生

昭和48年３月 当社入社

注5 23

平成3年４月 当社技術部長

平成8年６月 当社取締役

平成18年９月  当社技術本部経営執行役常務

平成19年６月 当社監査役(現在)

計 　

　 (注) １　取締役のうち、三谷聡、渡辺崇嗣は、取締役社長三谷進治の二親等内の親族であります。

２　監査役のうち、榎幸三、小林明の２名は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。また、監査役
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菅原裕輔は、取締役相談役三谷聡の二親等内の親族であります。

３　当社では、企業経営の意思決定をより迅速かつ的確に行えるよう、業務執行を分担し、業務執行責任の強化、明

確化を図るため、執行役員制度を導入しております。

　　執行役員は10名で、代表取締役社長　三谷進治、代表取締役副社長　佐藤茂、常務取締役　五十嵐勉、常務取締役　増

山憲一、砂利土木事業本部長　堀内佐組、セキサンピーシー㈱社長　辻端義弘、パイル・ポール事業部ポール事

業部長　眞崎靖博、技術部長　加藤洋一、パイル・ポール事業本部大阪・四国支店長　田中昌郁、総務部長　阿部

亨で構成されております。

４　取締役の任期は、平成21年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年3月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

５　監査役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　　経営環境の変化に素早く対応し、いかに適時・的確に経営戦略の意思決定を行えるかが、企業発展の鍵を握るものと認

識しており、経営のスピード化に取り組んでまいります。

　

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　①　会社の機関の基本説明

　　　当社は、経営の意思決定機関として、「取締役会」と「経営執行役会」の2つの機関があります。執行役員制の導入に

よって取締役会の意思決定機能強化と同時に、迅速な業務執行が行われるようになってきたと認識しております。ま

た、当社の情報開示に関する管理及び手続きはすべて情報管理責任者の管轄としております。

　

　②　会社の機関・内部統制の関係

　

　③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　　　当社の取締役会は、取締役7名で構成され、原則として監査役4名（うち社外監査役2名）も出席のうえ、月1回開催され

ております。監査役は、取締役とは職責を異にする独立機関であることを認識し、充分な経営チェックを行える体制が

整っております。また、当社と監査法人との間では、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締結し、

監査法人は、公正普遍の立場で監査を実施しております。

　

　④　内部監査及び監査役監査の状況

　　　当社は、監査役を4名（うち2名は社外監査役）で構成しており、独立した立場からの業務監査を実施しております。ま

た、社長直属の監査室（1名）による内部監査を実施し、自発的な内部統制のチェック機能を強化しております。
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　⑤　会計監査の状況

　　　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、松田俊雄氏と木村善路氏の2名であり、永昌監査法人に所属し、当社に係

る継続監査年数は、松田俊雄氏が24年になります。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士2名、公認会計士試

験合格者1名、システム監査人1名であります。

　

　⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　　　当社の社外監査役である菅原裕輔は、取締役相談役三谷聡の二親等内の親族であります。当社の取締役である渡辺崇嗣

は、取締役社長三谷進治の二親等内の親族であります。

　

（2）リスク管理体制の整備の状況

　　　当社は、監査役及び監査役会による監査を柱として経営監視体制を構築しております。また、業務の適切な運営と内部

管理の徹底を図り、社長直属の監査室による内部監査を実施し、自発的な内部統制のチェック機能を強化しておりま

す。

　

（3）役員報酬の内容

　　　当事業年度において取締役に支払われた報酬等の総額は9名に対し5億34百万円であり、監査役に支払われた報酬等の

総額は4名に対し15百万円であります。なお、報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額を含んで

おります。当事業年度末現在の役員退職慰労引当金残高は、18億60百万円（取締役8名に対し18億47百万円、監査役4名

に対し13百万円）となっております。また、社外監査役に対する報酬等の総額は2名に対し、13百万円であります。な

お、報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額を含んでおります。

　

（4）取締役の定数

　　　当社の取締役は9名以内とする旨を定款で定めております。

　

（5）取締役の選任の決議要件

　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

（6）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己株式の取得について

当社は、自己の株式の取得について、将来の経営の機動性を確保するため、会社法第165条第2項の規定により、取締

役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　

②　中間配当の実施について

当社は、毎事業年度における剰余金の配当につきましては、株主の皆様への利益分配の機会を増加させるため、中間

配当と期末配当の年2回行ってまいります。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間

配当については取締役会としております。なお、会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定

款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 16 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 16 ―

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

　　監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額にはこれらの

　　合計金額を記載しております。

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、提出会社の規模・業

務の特性等の要素を勘案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しまし

た。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表並

びに前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで)の財務諸表について、永昌監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,330 5,765

受取手形及び売掛金 ※2, ※4
 21,157

※2, ※4
 19,022

たな卸資産 3,053 －

商品及び製品 － 2,098

仕掛品 － 59

原材料及び貯蔵品 － 551

短期貸付金 75 3

未収入金 100 42

前払費用 28 30

繰延税金資産 447 685

その他 35 38

貸倒引当金 △355 △974

流動資産合計 28,873 27,321

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,390 3,342

機械装置及び運搬具（純額） 2,526 2,389

工具、器具及び備品（純額） 1,209 1,012

土地 4,083 4,296

その他（純額） 257 293

有形固定資産合計 ※1
 11,466

※1
 11,335

無形固定資産

ソフトウエア 128 127

その他 4 37

無形固定資産合計 133 165

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 2,800 1,723

長期貸付金 27 26

差入保証金 352 355

固定化営業債権 82 365

長期前払費用 11 13

繰延税金資産 1,160 1,333

その他 143 519

貸倒引当金 △114 △396

投資その他の資産合計 4,464 3,940

固定資産合計 16,063 15,441

資産合計 44,936 42,763

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

31/86



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,723 12,828

短期借入金 ※5
 1,001

※5
 469

未払金 2,720 1,753

未払費用 976 981

未払消費税等 130 178

未払法人税等 1,119 814

その他 971 494

流動負債合計 20,643 17,521

固定負債

長期借入金 ※1
 208

※1
 88

長期預り保証金 203 207

繰延税金負債 378 50

退職給付引当金 603 588

役員退職慰労引当金 1,803 1,939

その他 29 494

固定負債合計 3,226 3,368

負債合計 23,870 20,890

純資産の部

株主資本

資本金 2,146 2,146

資本剰余金 1,844 1,844

利益剰余金 16,802 18,331

自己株式 △1,205 △1,359

株主資本合計 19,586 20,962

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 543 △32

評価・換算差額等合計 543 △32

少数株主持分 935 943

純資産合計 21,066 21,873

負債純資産合計 44,936 42,763
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 61,164 59,253

売上原価 50,847 48,626

売上総利益 10,317 10,626

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 6,498

※1, ※2
 7,281

営業利益 3,819 3,344

営業外収益

受取利息及び配当金 100 65

その他 158 104

営業外収益合計 259 170

営業外費用

支払利息 19 8

寄付金 40 41

その他 75 119

営業外費用合計 135 169

経常利益 3,942 3,345

特別利益

貸倒引当金戻入額 88 －

その他 35 5

特別利益合計 124 5

特別損失

固定資産除売却損 85 52

投資有価証券評価損 6 42

その他 ※3
 35

※3
 44

特別損失合計 127 139

税金等調整前当期純利益 3,939 3,211

法人税、住民税及び事業税 1,897 1,764

法人税等調整額 △42 △362

法人税等合計 1,855 1,402

少数株主利益 65 30

当期純利益 2,018 1,778
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,146 2,146

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,146 2,146

資本剰余金

前期末残高 1,844 1,844

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 1,844 1,844

利益剰余金

前期末残高 15,160 16,802

当期変動額

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 2,018 1,778

当期変動額合計 1,641 1,529

当期末残高 16,802 18,331

自己株式

前期末残高 △1,204 △1,205

当期変動額

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △153

当期末残高 △1,205 △1,359

株主資本合計

前期末残高 17,946 19,586

当期変動額

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 2,018 1,778

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 1,640 1,375

当期末残高 19,586 20,962
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,846 543

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,302 △576

当期変動額合計 △1,302 △576

当期末残高 543 △32

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,846 543

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,302 △576

当期変動額合計 △1,302 △576

当期末残高 543 △32

少数株主持分

前期末残高 888 935

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46 7

当期変動額合計 46 7

当期末残高 935 943

純資産合計

前期末残高 20,681 21,066

当期変動額

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 2,018 1,778

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,256 △568

当期変動額合計 384 806

当期末残高 21,066 21,873
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,939 3,211

減価償却費 1,750 2,219

のれん償却額 △33 17

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 899

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

826 120

受取利息及び受取配当金 △100 △65

支払利息 19 8

固定資産除売却損益（△は益） 85 52

売上債権の増減額（△は増加） 124 2,022

たな卸資産の増減額（△は増加） △498 345

仕入債務の増減額（△は減少） 982 △1,832

その他 △282 187

小計 6,788 7,186

利息及び配当金の受取額 100 65

利息の支払額 △19 △8

法人税等の支払額 △1,552 △2,065

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,317 5,178

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △169 △17

投資有価証券の売却による収入 39 69

固定資産の取得による支出 △2,154 △2,366

固定資産の売却による収入 0 38

子会社株式の取得による支出 △450 △10

その他 △172 △343

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,906 △2,629

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △40 △510

長期借入金の返済による支出 △195 △208

自己株式の取得による支出 △0 △153

配当金の支払額 △376 △249

その他 △12 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △625 △1,148

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,785 1,401

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 481 33

現金及び現金同等物の期首残高 2,063 4,330

現金及び現金同等物の期末残高 4,330 5,765
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数　　19社

　連結子会社名は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載の

他、10社あります。

　このうち、進菱三谷セキサン㈱につ

いては、5月31日の株式取得に伴い、

当連結会計年度より連結子会社とし

ております。なお、みなし取得日を8

月31日としているため、当連結会計

年度は9月1日より3月31日の期間損

益のみを連結しております。

(イ)連結子会社の数　　20社

　連結子会社名は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載の

他、11社あります。

　なお、前連結会計年度において非連

結子会社であった東京設計㈱は、当

連結会計年度より連結の範囲に含め

ております。

  また、連結子会社である三谷エン

ジニアリング㈱と㈱ジオテック三谷

は、存続会社を三谷エンジニアリン

グ㈱とし、平成20年8月に合併を行い

ました。

　また、当連結会計年度より新規設立

に伴い、北海道永井三谷セキサン㈱

が連結の範囲に含まれております。　

　 (ロ)非連結子会社は、東京設計㈱の1社

であります。非連結子会社東京設

計㈱は、総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除

外しております。

(ロ)非連結子会社は、ありません。

２　持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用会社は、ありません。

(ロ)持分法非適用会社は、関連会社の

㈱三商の1社であります。

(イ)　　　　　同左

(ロ)　持分法非適用会社であった関連

会社の㈱三商は、平成21年2月に清

算致しました。

　 (ハ)持分法非適用の関連会社は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としてもその影響の重

要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(ハ) 　　　　 

　　　　　　―

　　　　　　

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　 　②　デリバティブ

　該当事項はありません。

　②　デリバティブ

同左

　 　③　運用目的の金銭の信託

　　　該当事項はありません。

　③　運用目的の金銭の信託

　　　　　　　　同左

　 　④　たな卸資産

　　先入先出法による原価法

　④　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するた　　

　な卸資産　

　　先入先出法による原価法（収益

　性の低下による簿価切下げの方

　法）によっております。

（会計方針の変更）

　　当連結会計年度より、「棚卸資　

　産の評価に関する会計基準」（企

　業会計基準第9号　平成18年7月5日

　公表分）を適用しております。

　　なお、この変更による影響額は

　ありません。　　　　　　　

　 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産

　定率法(ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附属設備

を除く)は定額法)を採用しており

ます。ただし、原石山については生

産高比例法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物　　10年～50年

機械装置及び運搬具

４年～12年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産（リース資産除

く）

定率法(ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備を

除く)は定額法)を採用しておりま

す。ただし、原石山については生産

高比例法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物　　10年～50年

機械装置及び運搬具

４年～９年

　 （会計方針の変更）

　　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律平成19年3月30日

法律第6号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令平成19年3月

30日政令第83号））に伴い、当連結

会計年度から、平成19年4月1日以降

に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更して

おります。

　　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益、税金

等調整前当期純利益がそれぞれ147

百万円減少しております。なお、セグ

メント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。

　　　また、平成19年3月31日以前に

　取得したものについては、償却

　可能限度額まで償却が終了した

　翌年から5年間で均等償却する方

　法によっております。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （追加情報）

　　当連結会計年度から、平成19年3月31

日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から5年間で均等償却する方法

によっております。

　　当該変更に伴う損益に与える影響

は、営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益がそれぞれ82百万円減

少しております。

 

 

　（追加情報）

　　　法人税法の改正（所得税法等の一

部を改正する法律平成20年4月30日

法律第23号）に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。こ

のため、当社及び連結子会社の機械

装置については、従来耐用年数を6～

12年としておりましたが、当連結会

計年度より6～9年に変更しておりま

す。

　　この結果、従来の方法とよった場

合に比べて、当連結会計年度の売上

総利益が157百万円、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

それぞれ158百万円減少しておりま

す。

　 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

②　無形固定資産（リース資産除

く）

同左

　 　 ③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法に

よっております。

　なお、リース取引会計基準の改

正適用初年度開始前の所有権移

転ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　 (ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

える為、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 ②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備える為、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。尚、当社及び

一部の連結子会社は、確定拠出年

金制度に移行し、当連結会計年度

末時点での加算退職金の合計額を

計上しております。

②　退職給付引当金

　　　 同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　③　役員退職慰労引当金

　　　役員及び執行役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

　③　役員退職慰労引当金

　　　　　 同左

　 (ニ)重要なリース取引の処理方法

　　　当社及び連結子会社は、リース物件

の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(ニ)重要なリース取引の処理方法

　　　　　―

　 (ホ)重要なヘッジ会計の方法

　　該当事項はありません。

(ホ)重要なヘッジ会計の方法

同左

　 (ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、評価差額に重要性が乏しい

ため、簿価で評価しております。

同左

６　のれん及び負ののれんに

関する事項

のれん及び負ののれんの償却について

は、一括償却を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内の償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左

　

　
【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （リース取引に関する会計基準等）

―

 

   当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年3月30日改正）及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　　この変更による影響は軽微であります。

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

40/86



　【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （連結貸借対照表関係）

―

 

   財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年8月7日内閣府令第50号）が適用となることに伴い前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

たものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ2,314百万円、41百万円、698百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１（1）有形固定資産の減価償却累計額

21,058百万円

※１（1）有形固定資産の減価償却累計額

22,613百万円

　　（2）担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。

建物 221百万円

構築物 　　　　6

機械及び装置 　　   12

土地        73

計       313

担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 275百万円

計   　 275

　　（2）担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 207百万円

構築物 　　　　5

機械及び装置 　　　　9

土地 　　　 73

計       295

担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 175百万円

計 　　　175

※２　関連会社に対するものは、次の通りであります。

　投資有価証券(株式) 50百万円

　受取手形 59百万円

　売掛金 12百万円

　

　 　

　　　　　　　 　

　 　

　３　保証債務

　　　　連結会社以外の会社に対する保証債務は該当ありま

せん。

　３　保証債務

　　　　同左

※４　受取手形割引高・受取手形裏書譲渡高

　　　　受取手形割引残高は、367,801千円であります。

※４　受取手形割引高・受取手形裏書譲渡高

　　　　受取手形割引残高は、197百万円であります。

※５　当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額 6,400百万円

借入実行残高 860百万円

差引額 5,540百万円

※５　当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額 6,400百万円

借入実行残高 350百万円

差引額 6,050百万円

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬及び給与手当賞与 2,632百万円

減価償却費 　　　481

役員退職慰労引当金繰入額 　　　875

貸倒引当金繰入額 　     82

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬及び給与手当賞与 2,671百万円

減価償却費 　　　596

役員退職慰労引当金繰入額 　　　164

貸倒引当金繰入額 　　　649

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

　 245百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

　 258百万円

※３　このうち主なものは次のとおりであります。

　災害復旧費　　 　　　　　　　　  22百万円

※３　このうち主なものは次のとおりであります。

　災害復旧費　　 　　　　　　　　  30百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,986,599 ― ― 24,986,599

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,044,319 1,106 30 4,045,395

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 1,106株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　30株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月21日
定時株主総会

普通株式 251 12　平成19年3月31日 　平成19年6月22日

平成19年11月12日
取締役会

普通株式 125 6 　平成19年9月30日 平成19年12月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

　平成20年6月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 125 6 平成20年3月31日 平成20年6月20日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,986,599 ― ― 24,986,599

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,045,395 271,445 129 4,316,711

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元株式の買取りによる増加　　　　　264,800株

　 単元未満株式の買取りによる増加　　　　6,645株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　129株

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月19日
定時株主総会

普通株式 125 6 　平成20年3月31日 　平成20年6月20日

平成20年11月11日
取締役会

普通株式 124 6 　平成20年9月30日 平成20年12月15日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

　平成21年6月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 124 6 平成21年3月31日 平成21年6月22日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,330百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

     ―

現金及び現金同等物    4,330 
 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,765百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

　　 ―

現金及び現金同等物 　5,765
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

264 165 99

その他(工具
器具備品)

63 33 29

合計 327 199 128
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

216 181 35

その他(工具
器具備品)

66 47 19

合計 282 228 54

　

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 53百万円

１年超    　77

合計     131

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内    28百万円

１年超
   26   

　

合計    54

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 58百万円

支払利息相当額 1百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 41百万円

支払利息相当額 1百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

種類 　
取得原価
(百万円)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
　

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　　 　　 　

①　株式 　 984　 1,928　 944

②　債券 　 ― 　 ― 　 ―

③　その他 　 ― 　 ― 　 ―

小計 　 984　 1,928　 944

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　　 　　 　

①　株式 　 437　 400　 △36

②　債券 　 ― 　 ― 　 ―

③　その他 　 ― 　 ― 　 ―

小計 　 437　 400　 △36

合計 　 1,421　 2,329　 907

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

その他有価証券

　　非上場株式 469百万円

　　債券 2百万円
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Ⅱ　当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

種類 　
取得原価
(百万円)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
　

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　　 　　 　

①　株式 　 945　 1,071　 125

②　債券 　 ― 　 ― 　 ―

③　その他 　 ― 　 ― 　 ―

小計 　 945　 1,071　 125

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　　 　　 　

①　株式 　 408　 229　 △179

②　債券 　 ― 　 ― 　 ―

③　その他 　 ― 　 ― 　 ―

小計 　 408　 229　 △179

合計 　 1,354　 1,300　 △53

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　　売却額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 69百万円　　　　　　　

　　売却益の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3百万円

　　売却損の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2百万円

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

その他有価証券

　　非上場株式 420百万円

　　債券 2百万円

　

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行

い、投資有価証券評価損45百万円を計上しております。

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自平成20年４月１日　

至平成21年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

　

２　退職給付債務に関する事項

　

　 　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

イ 退職給付債務(百万円) △975 △955

ロ 年金資産(百万円) 372 366

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)(百万円) △603 △588

ニ 会計基準変更時差異の未処理額(百万円) ― ―

ホ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ)(百万円) △603 △588

ヘ 前払年金費用(百万円) ― ―

ト 退職給付引当金(ホ－ヘ)(百万円) △603 △588

　

３　退職給付費用に関する事項

　

　 　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

イ 勤務費用(百万円) 115 148

ロ 会計基準変更時差異の費用処理額(百万円) ― ―

ハ 退職給付費用(イ＋ロ)(百万円) 115 148

ニ その他（百万円） 27 26

計 143 121

（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務給付費用」に計上しております。

2.「ニ.その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　

　 　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ 割引率(％) 3.5 3.5

ハ 期待運用収益率(％) 3.5 3.5
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

　　　　未払費用 167　 168

　　　　貸倒引当金 155　 449

　　　　役員退職慰労引当金 729　 784

　　　　退職給与(給付)引当金 229　 236

　　　　未払事業税 89　 68

　　　　営業権 8 　 99

　　　　土地 79　 94

　　　　繰越欠損金 25　 3

　　　　その他 123　 113

　　　繰延税金資産合計 1,607　 2,018

　　繰延税金負債 　 　 　

　　　　未収事業税 0 　 0

その他 53　 42

　　　　その他有価証券評価差額金 378　 50

　　　繰延税金負債合計 432　 93

　　繰延税金資産の純額 1,174　 1,925

(注)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

　　　流動資産－繰延税金資産 447　 685

　　　固定資産－繰延税金資産 1,160　 1,333

　　　流動負債－その他 54　 43

　　　固定負債－繰延税金負債 378　 50
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

　差異の原因となった主要な項目別の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％)
　

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

　　法定実効税率 40.4　 40.4

　　　(調整) 　 　 　

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1　 1.5

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5　 △1.9

　　　住民税均等割等 0.7　 0.9

　　　繰延税金資産取崩 5.7　 ―

　　　その他 0.7　 2.8

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.1　 43.7
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　

　
コンクリート
二次製品事業
(百万円)

工事関連事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

１　外部顧客に
対する売上高

27,636 22,636 10,891 61,164 ― 61,164

２　セグメント間の内部
売上高又は振替高

145 ― 3,115 3,261 (3,261) ―

計 27,782 22,636 14,007 64,426 (3,261)61,164

営業費用 24,989 21,507 12,309 58,806 (1,460)57,345

営業利益 2,792 1,129 1,697 5,620 (1,800)3,819

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 21,829 7,731 7,978 37,538 7,397 44,936

減価償却費 1,100 316 316 1,734 16 1,750

資本的支出 1,878 506 247 2,631 8 2,640

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

事業区分 主な製品

コンクリート
二次製品事業

遠心力成型コンクリート二次製品(パイル・ポール)、環境製品

工事関連事業 杭工事、防球ネット・建柱工事、地質調査、ボーリング、場所打ち杭工事、土木工事、舗装工事

その他事業 不動産賃貸、技術指導収入、砂利製品、消波根固ブロック、環境保全関連資材、情報関連

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 1,800百万

円であり、その主なものは、親会社本社の総務・財務・人事部門等の管理部門に係る費用であります。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,397百万円であり、その

主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る

資産等であります。

５　会計方針の変更

有形固定資産の減価償却の方法の変更

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「4 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、

当連結会計年度より、当社及び連結子会社は、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。又、平成19年3月31日以前に取得した資産につ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法によっております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、コンクリート二次製品事業

が138百万円、工事関連事業が63百万円、その他事業が27百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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当連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　

　
コンクリート
二次製品事業
(百万円)

工事関連事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

１　外部顧客に
対する売上高

28,307 20,983 9,962 59,253 ― 59,253

２　セグメント間の内部
売上高又は振替高

59 ― 3,558 3,617 (3,617) ―

計 28,366 20,983 13,520 62,870 (3,617)59,253

営業費用 24,900 20,298 12,367 57,566 (1,658)55,908

営業利益 3,465 684 1,152 5,303 (1,958)3,344

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 26,246 6,595 10,085 42,927 △164 42,763

減価償却費 1,190 431 333 1,956 263 2,219

資本的支出 1,174 405 271 1,850 351 2,202

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

事業区分 主な製品

コンクリート
二次製品事業

遠心力成型コンクリート二次製品(パイル・ポール)、環境製品

工事関連事業 杭工事、防球ネット・建柱工事、地質調査、ボーリング、場所打ち杭工事、土木工事、舗装工事

その他事業 不動産賃貸、技術指導収入、砂利製品、消波根固ブロック、環境保全関連資材、情報関連

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,958百万

円であり、その主なものは、親会社本社の総務・財務・人事部門等の管理部門に係る費用であります。

４　会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日公表分）を適用しております。これによる

影響額はありません。

（リース取引に関する会計基準の適用）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　平成19年3月30日公表分）及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成19年3月30日改正）を適用しております。こ

れによる影響額は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

Ⅰ　前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

三谷商事
㈱

福井市
豊島

5,008総合商社

（所有）
直接　8.4
（被所有）
直接　9.6
間接　4.9

兼任2名

製品の販
売及び原
材料等の
一部購入

製品等の販
売

 
2,074

 

受取手形
売掛金

503
409

セメント等
の購入

 
3,820

 

支払手形
買掛金

898
496

受取配当金
 
88
 

投資有価
証券

2,173

(注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件なし取引条件の決定方針等は、一般的取引条件と同様に決定しております。

　

(2)　役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

(3)　子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

㈱三商
七尾市
後畠

10卸売業

(所有)
直接　50.0
(被所有)
　　　　―

兼任2名
製品の販
売

製品売上
製品等の購
入

99
2
受取手形
売掛金

59
12

(注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件なし取引条件の決定方針等は、一般的取引条件と同様に決定しております。

　

(4)　兄弟会社等

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

53/86



(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 961円30銭
　

１株当たり純資産額 1,012円58銭
　

１株当たり当期純利益金額 96円39銭
　

１株当たり当期純利益金額 85円61銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　算定上の基礎

　　(1) １株当たり純資産額

　 　
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度
（平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 （百万円） 21,066 21,873

純資産の部の合計額から控除する
金額

(百万円) 935 943

（うち少数株主持分） (百万円) （935) （943)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 20,130 20,929

1株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数

(千株) 20,941 20,669

　

　　(2) １株当たり当期純利益金額

　

　 　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 (百万円) 2,018 1,778

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,018 1,778

普通株式の期中平均株式数 (千株) 20,941 20,779

　

(重要な後発事象)

　　　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,848 2,916 1.03 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 141 119 1.00 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

208 88 1.00　　平成22年12月30日

リース債務（1年以内に返済予定
のものを除く。）

― ― ― ―

小計 3,198 3,124 ― ―

内部取引の消去 △1,988 △2,566 ― ―

合計 1,210 558 ― ―

(注）1.「平均利率」につきましては、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

2.長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年以内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内

長期借入金（百万円） 88 ― ― ―

　

(2) 【その他】

　当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

（自 平成20年4月1日 （自 平成20年7月1日 （自 平成20年10月1日 （自 平成21年1月1日

  至 平成20年6月30日）   至 平成20年9月30日）  至 平成20年12月31日）  至 平成21年3月31日）

 売上高 （百万円） 　　　　　13,598 　　　　 　16,678 　　　　　 14,851　　　　　 14,125

 税金等調整前
（百万円） 　　　　 　　926               725　　　　　　1,170 　　　　　　　389

 四半期純利益金額

 四半期純利益金額 （百万円）              445              425　　　　　　　612 　　　　 　　 295

 1株当たり
（円）            21.29            20.50　　　　　　29.58 　　　　 　 14.24

 四半期純利益金額
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,132 4,401

受取手形 ※2
 3,353

※2
 8,568

売掛金 ※2
 14,310

※2
 6,443

製品 298 －

商品及び製品 － 235

原材料 64 －

仕掛品 2 1

貯蔵品 9 －

原材料及び貯蔵品 － 98

前渡金 6 3

前払費用 12 11

繰延税金資産 232 426

短期貸付金 ※2
 838

※2
 1,372

未収入金 ※2
 10

※2
 4

その他 22 22

貸倒引当金 △258 △805

流動資産合計 22,036 20,784

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,490 1,400

構築物（純額） 379 379

機械及び装置（純額） 629 572

車両運搬具（純額） 29 26

工具、器具及び備品（純額） 724 643

土地 2,655 2,849

その他（純額） 234 263

有形固定資産合計 ※1
 6,144

※1
 6,134

無形固定資産

ソフトウエア 56 44

その他 0 8

無形固定資産合計 56 52

投資その他の資産

投資有価証券 2,263 1,438

関係会社株式 2,170 2,222

出資金 23 24

長期貸付金 27 26

差入保証金 223 227

固定化営業債権 62 82

長期前払費用 4 8

繰延税金資産 378 842

その他 12 13

貸倒引当金 △94 △112

投資その他の資産 5,071 4,773

固定資産合計 11,272 10,960

資産合計 33,308 31,744

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

56/86



(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 5,880

※2
 4,560

買掛金 ※2
 5,291

※2
 6,027

短期借入金 ※2
 1,520

※2
 1,195

未払金 ※2
 2,586

※2
 1,803

未払費用 ※2
 383

※2
 378

未払消費税等 66 56

未払法人税等 759 440

前受金 46 38

預り金 28 32

設備関係支払手形 235 226

流動負債合計 16,799 14,759

固定負債

長期預り保証金 199 202

退職給付引当金 34 23

役員退職慰労引当金 1,730 1,902

その他 29 60

固定負債合計 1,993 2,188

負債合計 18,792 16,948

純資産の部

株主資本

資本金 2,146 2,146

資本剰余金

資本準備金 1,844 1,844

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 1,844 1,844

利益剰余金

利益準備金 536 536

その他利益剰余金

研究開発積立金 1,640 1,640

配当積立金 300 300

別途積立金 6,260 7,260

繰越利益剰余金 2,444 2,356

利益剰余金合計 11,181 12,092

自己株式 △1,205 △1,359

株主資本合計 13,965 14,723

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 550 72

評価・換算差額等合計 550 72

純資産合計 14,515 14,796

負債純資産合計 33,308 31,744
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高

商品及び製品売上高 25,442 25,698

完成工事高 20,126 18,750

その他の営業収入 1,773 1,710

売上高合計 ※4
 47,342

※4
 46,160

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 198 298

当期製品製造原価 2,542 2,468

完成工事原価 17,917 16,746

賃貸原価 315 297

当期商品仕入高 17,526 17,725

合計 38,500 37,536

商品及び製品期末たな卸高 298 235

他勘定振替高 0 －

運賃 2,701 2,236

売上原価合計 ※4
 40,903

※4
 39,537

売上総利益 6,439 6,622

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 4,313

※1, ※2
 4,759

営業利益 2,125 1,863

営業外収益

受取利息及び配当金 199 187

その他 55 48

営業外収益合計 ※4
 254

※4
 235

営業外費用

支払利息 19 12

その他 59 129

営業外費用合計 ※4
 79

※4
 142

経常利益 2,300 1,956

特別利益

貸倒引当金戻入額 56 －

その他 31 3

特別利益合計 88 3

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 35

※3
 24

その他 36 45

特別損失合計 71 69

税引前当期純利益 2,317 1,890

法人税、住民税及び事業税 1,235 1,062

法人税等調整額 △102 △333

法人税等合計 1,132 728

当期純利益 1,184 1,161
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 　 1,78170.1 　 1,72469.9

Ⅱ　労務費 　 　 258 10.2 　 248 10.0

Ⅲ　経費 　 　 501 19.7 　 495 20.1

　　　(うち減価償却費) 　 　 (150) 　 　 (161) 　

当期総製造費用 　 　 2,542100.0 　 2,468100.0

期首仕掛品棚卸高 　 　 1 　 　 2 　

合計 　 　 2,544 　 　 2,470 　

期末仕掛品棚卸高 　 　 2 　 　 1 　

当期製品製造原価 　 　 2,542 　 　 2,468 　

　 　 　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は、パイル・ポール製品及び砂利製品については単純総合原価計算によっております。

　

【完成工事原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

外注費 　 　 17,917 　 　 16,746 　

当期完成工事原価 　 　 17,917100.0 　 16,746100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

　

【賃貸原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

経費 　 　 315 　 　 297 　

（うち減価償却費） 　 　 （175） 　 　 （168） 　

当期賃貸原価 　 　 315100.0 　 297100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,146 2,146

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,146 2,146

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,844 1,844

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,844 1,844

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

前期末残高 1,844 1,844

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 1,844 1,844

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 536 536

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 536 536

その他利益剰余金

研究開発積立金

前期末残高 1,640 1,640

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

配当積立金

前期末残高 300 300

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 300 300

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

60/86



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

別途積立金

前期末残高 4,960 6,260

当期変動額

別途積立金の積立 1,300 1,000

当期変動額合計 1,300 1,000

当期末残高 6,260 7,260

繰越利益剰余金

前期末残高 2,936 2,444

当期変動額

別途積立金の積立 △1,300 △1,000

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 1,184 1,161

当期変動額合計 △492 △88

当期末残高 2,444 2,356

利益剰余金合計

前期末残高 10,373 11,181

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 1,184 1,161

当期変動額合計 807 911

当期末残高 11,181 12,092

自己株式

前期末残高 △1,204 △1,205

当期変動額

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △153

当期末残高 △1,205 △1,359

株主資本合計

前期末残高 13,158 13,965

当期変動額

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 1,184 1,161

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 806 758

当期末残高 13,965 14,723
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,614 550

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,064 △477

当期変動額合計 △1,064 △477

当期末残高 550 72

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,614 550

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,064 △477

当期変動額合計 △1,064 △477

当期末残高 550 72

純資産合計

前期末残高 14,773 14,515

当期変動額

剰余金の配当 △376 △249

当期純利益 1,184 1,161

自己株式の取得 △1 △153

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,064 △477

当期変動額合計 △257 280

当期末残高 14,515 14,796
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【重要な会計方針】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　 (2) その他有価証券

　①　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

(2) その他有価証券

　①　時価のあるもの

同左

　 　②　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　②　時価のないもの

　　　同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

　該当事項はありません。 　　　同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　先入先出法による原価法 　通常の販売目的で保有するたな卸資

産

　先入先出法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第9

号　平成18年7月5日公表分）を適用し

ております。

　なお、この変更による影響額はありま

せん。　　

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法(ただし、原石山については、

生産高比例法、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)

については、法人税法に定める定額

法)を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　10年～50年

機械装置及び車両運搬具

４年～12年

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

　定率法(ただし、原石山については、

生産高比例法、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)

については、法人税法に定める定額

法)を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　10年～50年

機械装置及び車両運搬具

4年～9年

　 （会計方針の変更）

　　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律平成19年3月30日　

法律第6号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年3月

30日　政令第83号））に伴い、当事業

年度から、平成19年4月1日以降に取

得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。

　　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益、税引

前当期純利益がそれぞれ71百万円減

少しております。
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （追加情報）

　　当事業年度から、平成19年3月31日以

前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年

から5年間で均等償却する方法に

よっております。

　　当該変更に伴う損益に与える影響額

は、営業利益、経常利益、税引前当期

純利益がそれぞれ27百万円減少して

おります。

 

（追加情報）

　法人税法の改正（所得税法等の一

部を改正する法律平成20年4月30日

法律第23号）に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。こ

のため、当社の機械装置については、

従来耐用年数を6～12年としており

ましたが、当事業年度より6～9年に

変更しております。

　この結果、従来の方法とよった場合

に比べて、当事業年度の売上総利益

が38百万円、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ38百万

円減少しております。

　 (少額減価償却資産)

　取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、法人税の規定に

基づき、３年間で均等償却する方法

を採用しております。

(少額減価償却資産)

　　　同左

　 (2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　　　同左

　 　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとする定額法によっておりま

す。

　平成20年3月31日以前に契約をした、

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

　　　同左

　 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える為、当

会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。尚、当社は、確定拠出年

金制度に移行し、当会計年度末時点

での加算退職金の合計額を計上して

おります。

(2) 退職給付引当金

　同左
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (3) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金は、役員の退職

慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

　　　同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　　

　　　　―

７　ヘッジ会計の方法 　該当事項はありません。 　　　同左

８　その他の財務諸表作成の

ための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

　　　同左

　
　
　

【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

―

 

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　この変更による影響は軽微であります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１（1）有形固定資産の減価償却累計額

9,524百万円

※１（1）有形固定資産の減価償却累計額

10,231百万円

　　（2）担保資産及び担保付債務

　　　　該当事項ありません。

　　（2）担保資産及び担保付債務

　　　　該当事項ありません。

※２　関係会社に対する債権・債務

　①　流動資産

受取手形 77百万円

売掛金 　　　128

短期貸付金 　　　838

未収入金 　　　　1

　②　流動負債

支払手形        86

買掛金     4,469

短期借入金     1,220

未払金       247

未払費用         8

※２　関係会社に対する債権・債務

　①　流動資産

受取手形 31百万円

売掛金 　　　 90

短期貸付金     1,371

未収入金         0

　②　流動負債

支払手形        32

買掛金     5,541

短期借入金     1,195

未払金       377

未払費用         2

　３　当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額 3,400百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 3,100百万円

　３　当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額 3,400百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,400百万円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 236百万円

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 250百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

役員報酬及び給与手当賞与 1,427百万円

減価償却費       374

役員退職慰労引当金繰入額       859

貸倒引当金繰入額・貸倒損失        63

　　販売費に属する費用のおおよその割合　　　51.4％

　　一般管理費に属する費用のおおよその割合　48.6％

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

役員報酬及び給与手当賞与 1,482百万円

減価償却費       487

役員退職慰労引当金繰入額       175

貸倒引当金繰入額・貸倒損失       654

　　販売費に属する費用のおおよその割合     50.4％

　　一般管理費に属する費用のおおよその割合 49.6％

※３　固定資産除売却損の内訳

　①　固定資産売却損

車両運搬具 　 0百万円

　②　固定資産除却損

建物 　 21百万円

機械及び装置 　 　　　　　　　7

工具器具備品 　 　　　　　　　5

その他 　 　　　　　　　0

合計 　 　　　　　　 34

※３　固定資産除売却損の内訳

　①　固定資産売却損

車両運搬具 　 0百万円

　②　固定資産除却損

建物 　 2百万円

機械及び装置 　               4

工具器具備品 　              13

その他 　               3

合計 　              24

※４　関係会社に対する項目

　①　売上高

製品商品売上高 　 231百万円

完成工事高 　 　　　　　　149

賃貸収入その他 　 　　　　　1,310

合計 　 　　　　　1,691

　②　売上原価

完成工事原価 　 795百万円

商品仕入高 　 　　     14,763

合計 　          15,559
 

③　　受取利息 7百万円

④　　受取配当金 110百万円

⑤　　業務指導料収入 3百万円

⑥　　不動産収入 3百万円

⑦　　支払利息 11百万円

※４　関係会社に対する項目

　①　売上高

製品商品売上高 　 118百万円

完成工事高 　 　　　　　　 28

賃貸収入その他 　  　　　　 1,394

合計 　           1,540

　②　売上原価

完成工事原価 　 911百万円

商品仕入高 　  　　　　15,965

合計 　          16,877
 

③　　受取利息 10百万円

④　　受取配当金 123百万円

⑤　　業務指導料収入 3百万円

⑥　　不動産収入 3百万円

⑦　　支払利息 11百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4,044,319 1,106 30 4,045,395

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 1,106株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　 　　 30株

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4,045,395 271,445 129 4,316,711

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元株式の買取りによる増加　　　 　 264,800株

 単元未満株式の買取による増加　　　　　6,645株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　 129株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 153 103 50

工具器具備品
その他

53 27 26

合計 207 130 77
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 156 125 30

工具器具備品
その他

51 29 22

合計 207 155 52

　

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 31百万円

１年超 　　47

合計 　　79

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 22百万円

１年超 　   31

合計  　　53

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 40百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 2百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 31百万円

支払利息相当額 1百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
　

当事業年度
(平成21年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

　　　　貸倒引当金 116　 339

　　　　賞与引当金 57　 57

　　　　役員退職慰労引当金 699　 768

　　　　退職給与引当金 13　 9

　　　　未払事業税 58　 35

　　　　営業権 8 　 99

　　　　その他 28　 7

　　　繰延税金資産合計 984　 1,318

　　繰延税金負債 　 　 　

　　　　その他有価証券評価差額金 372　 49

　　　繰延税金負債合計 372　 49

　　繰延税金資産（負債△）の純額 611　 1,268

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
　

当事業年度
(平成21年３月31日)

　　法定実効税率 40.4　 40.4

　　　(調整) 　 　 　

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7　 2.0

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.5　 △1.6

　　　住民税均等割等 0.9　 1.2

　　　繰延税金資産取崩 9.6　 ―

　　　その他 △1.2　 △3.4

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.9　 38.6
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 693円17銭
　

１株当たり純資産額 715円83銭
　

１株当たり当期純利益金額 56円58銭
　

１株当たり当期純利益金額 55円94銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　算定上の基礎

　　(1) １株当たり純資産額

　 　
前事業年度

（平成20年３月31日)
当事業年度

（平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 14,515 14,796

純資産の部の合計額から控除する
金額

(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 14,515 14,796

1株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数

(千株) 20,941 20,669

　

　

　　(2) １株当たり当期純利益金額

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 (百万円) 1,184 1,161

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,184 1,161

普通株式の期中平均株式数 (千株) 20,941 20,779

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　
　

投

資

有

価

証

券

そ

の

他

有

価

証

券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

三谷商事㈱ 2,243,517 964

福井ゼロックス㈱ 20,000 166

小金井ゴルフ㈱ 1 55

三谷設備㈱ 20,000 44

㈱ほくほくＦＧ 200,000 35

㈱ホンダベルノ福井 703 35

三谷土地ホーム㈱ 11,800 21

住友信託銀行㈱ 51,576 19

清水建設㈱ 42,939 17

㈱ミタニ 4,800 14

その他　25銘柄 246,346 63

計 2,841,682 1,438
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万
円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 4,879 16 13 4,882 3,482 105 1,400

　構築物 1,528 43 22 1,549 1,170 41 379

　機械及び装置 2,452 129 63 2,519 1,947 182 572

　車両運搬具 120 14 15 119 93 17 26

　工具器具備品 3,173 410 63 3,520 2,877 474 643

　リース資産 ― 31 ― 31 4 4 26

　土地 2,655 221 27 2,849 ― ― 2,849

　原石山 858 34 ― 893 656 32 236

　建設仮勘定 ― 11 11 ― ― ― ―

有形固定資産計 15,668 913 217 16,36510,231 857 6,134

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 111 6 ― 117 73 18 44

　 専用実施権 1 1 ― 2 1 0 0

　 営業権 ― 250 ― 250 250 250 ―

　 鉱泉権 ― 7 ― 7 ― ― 7

無形固定資産計 112 264 ― 377 324 268 52

長期前払費用 9 11 ― 21 12 7 8

(注) １　当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 増加 その他事業 10百万円

構築物 〃 コンクリート二次製品事業 43百万円

機械及び装置 〃 コンクリート二次製品事業 105百万円

工具器具備品 〃 工事関連事業 375百万円

リース資産 〃 工事関連事業 25百万円

土地 〃 コンクリート二次製品事業 221百万円

機械及び装置 減少 コンクリート二次製品事業 63百万円

土地 〃 その他事業 27百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 353 941 89 286 918

役員退職慰労引当金 1,730 175 3 ― 1,902

(注) １　計上の理由及び額の算定方法は「重要な会計方針」参照

２　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

有価証券報告書

74/86



(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成21年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 12

預金 　

当座預金 4,113

普通預金 274

別段預金 0

計 4,388

合計 4,401

　

②　受取手形

　

相手先 金額(百万円)

三谷商事㈱ 962

清水建設㈱ 761

鹿島建設㈱ 516

豊田通商㈱ 338

中央工業㈱ 325

その他 5,663

合計 8,568

　

決済期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成21年４月満期 2,170

　〃　　５月満期 1,951

　〃　　６月満期 2,810

　〃　　７月満期 1,308

　〃　　８月満期 324

　〃　　９月満期 2

合計 8,568
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③　売掛金

　

相手先 金額(百万円)

三谷商事㈱ 668

清水建設㈱ 471

㈱大林組 301

㈱錢高組 216

豊田通商㈱ 213

その他 4,571

合計 6,443

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　
前期繰越高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高(Ｄ)
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

14,310 48,468 56,335 6,443 89.7 78.1
　

　(注)　ａ　算出方法　回収率＝
Ｃ

×100　　　滞留期間＝
(Ａ＋Ｄ)÷２

Ａ＋Ｂ Ｂ÷365日

ｂ　消費税等の会計処理は税抜方式によっているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

　

④　たな卸資産

商品及び製品
　

区分 金額(百万円)

コンクリート二次製品 173

骨材類 53

その他 8

合計 235
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仕掛品
　

区分 金額(百万円)

コンクリート二次製品 1

　

原材料及び貯蔵品
　

区分 金額(百万円)

骨材及び原石類 71

鋼材類 8

その他 18

合計 98

　

⑤　固定化営業債権

固定化営業債権は、「財務諸表等規則」第32条第１項第10号の債権であります。

　

⑥　支払手形

　

相手先 金額(百万円)

三谷商事㈱ 381

トクヤマ通商㈱ 166

中央通運㈱ 159

その他 3,854

合計 4,560

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成21年４月満期 1,151

　〃　　５月満期 1,295

　〃　　６月満期 938

　〃　　７月満期 1,139

　〃　　８月満期 35

合計 4,560
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⑦　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

東京三谷セキサン㈱ 3,042

マックスコンクリート㈱ 858

滋賀三谷セキサン㈱ 621

三池コンクリート工業㈱ 601

香川三谷セキサン㈱ 118

その他 784

合計 6,027

　

　　⑧　未払金

　

相手先 金額(百万円)

東京三谷セキサン㈱ 216

三谷商事㈱ 101

 その他 1,485

合計 1,803

　

⑨　設備関係支払手形

　

相手先 金額(百万円)

日工㈱ 102

その他 123

合計 226

　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成21年４月満期 25

　〃　　５月満期 16

　〃　　６月満期 160

　〃　　７月満期 24

合計 226

　

(3) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　名義書換手数料 ―

　　新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人 大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料
１単位の株式数の売買を行ったときに徴収される大阪証券取引所の定める売買委託手
数料額を買取った単位未満株式数で按分した額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、福井市において発行する福井新聞
に掲載して公告します。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、その
アドレスは次のとおりです。
http://www.m-sekisan.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

１　法令により定款をもってしても制限することができない権利

２　株主割当による募集株式および募集新株予約権の割当てを受ける権利

３　単元未満株式買増請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株
主の異動）の規定に基づく臨時報告書

　
平成20年 4月30日
北陸財務局長に提出

(2)有価証券報告書
及びその添付書類

　
事業年度
(第75期)

　
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　
平成20年 6月25日
北陸財務局長に提出

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書 　 　 　

　 第76期第1四半期 　 　 　
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

　
平成20年 8月13日
北陸財務局長に提出

　 第76期第2四半期 　 　 　
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

　
平成20年 11月13日
北陸財務局長に提出

　 第76期第3四半期 　 　 　
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

　
平成21年 2月13日
北陸財務局長に提出

(4) 自己株券買付状況報告書 　 　
平成20年 7月11日
北陸財務局長に提出

　 　 　 　 　 　 　
平成20年 9月11日
北陸財務局長に提出

　 　 　 　 　 　 　
平成21年 3月13日
北陸財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

2008年6月24日

三谷セキサン株式会社

取締役会　御中

　

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　俊　　雄　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　木　　村　　善　　路　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三谷セキサン株式会社の2007年４月１日から2008年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三谷セキサン株式会社及び連結子会社の2008年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年6月26日

三谷セキサン株式会社

取締役会　御中

　

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　俊　　雄　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　木　　村　　善　　路　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三谷セキサン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三谷セキサン株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三谷セキサン株式

会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、三谷セキサン株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

2008年6月24日

三谷セキサン株式会社

取締役会　御中

　

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　俊　　雄　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　木　　村　　善　　路　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三谷セキサン株式会社の2007年４月１日から2008年３月31日までの第75期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三谷セキサン株式会社の2008年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年6月26日

三谷セキサン株式会社

取締役会　御中

　

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　田　　俊　　雄　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　木　　村　　善　　路　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三谷セキサン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第76期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三谷セキサン株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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